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Ｉ序説
現代社会にあっては，分業化の進展により，商品が生産・販売過程を経て，
消費者の手に渡るまでには実に様戈な企業や人々が登場する。分業は，まさ
に現代社会の特徴である。ごく単純に考えても，まず，製造と販売の分業が
あげられる｡製造過程にあっても,製造業者の多くは他の企業の部品や原材料
を利用し,製品の製造や設計を他の企業に委託することもありうる。また,販
売過程においても卸売業者，中間業者,小売業者などが関与している。さらに
これらの各々の企業活動も企業内部の複雑な分業に支えられているのである。
このように，分業化のなされた，生産・販売過程を経て製品を手にした消
費者が，その製品の欠陥により損害を被った場合，誰に対しどのような責任
を追及しうるであろうか。製造物責任を過失責任ととらえれば，誰が責任を
負うかは明白である。欠陥製品により損害を発生せしめるにつき過失のあっ
た者だということになる。ただ，過失ある者というだけではあまり意味がな
いので，結局，各当事者に欠陥製品による事故を回避するためにいかなる注
意義務を課すことができるかが重要となろう。もし，無過失責任をとるべき
１０８
であるとしたならば，誰に，そのような厳い､責任を何故lこ課すべきかが問
題となる。これらは，製造物責任の責任主体の問題として，これまでも多く
（１）
論ぜられてｵざり，製造業者，小売業者，卸売業者，輸入業者などの責任を肯
（２）
定する半I例も現われてきている。しかし，半I例から一般理論を構築するには
（３）
いまだその数は十分ではなく，学説も，製造業者に責任を集中させるべきか，
部品業者や原材料供給者の責任を肯定すべきか，輸入業者や，その他の販売
業者の責任をいかに解すべきか，いまだ全面的な見解の一致がふられていな
いように思われる。また，立法案としても，製造業者，販売業者らのすべて
の者に無過失責任を課すべきか，製造業者等一定の企業の承に無過失責任を
（４）
課すべきかの対立もとZMうれる。
このような状況にあって，わが国と同じく過失責任の原則により製造物責
任を解決してきているドイツのこの問題の現状を概観することは，わが国の
（５）
製造物責任の責任主体の問題を考える上で－つの参考となろう。ドイツ製造
物責任は，わが国と同様，主として一般的不法行為責任にもとづいて解決さ
れてきているが，表見証明，過失の立証責任の転換などにより，判例法上，
（６）
厳格責任に接近しつつある。それゆえ無過失責任を採用することにより，過
失責任におけるよりも製造業者の負担が増すことは比較的まれなのではない
（7）
かとの才旨摘もなされている。他方，アメリカの不法行為法上の厳格責任も，
開発途上の欠陥による損害は賠償されず，要件として，製造業者の手を離れ
るときに当該製品に不相当に危険な欠陥があったことが必要であるので，必
（８）
ずしも絶対的な責任でI土ない。そのようなことからすると，アメリカの不法
行為法上の厳格責任がドイツ製造物責任よりも厳しい責任であるとは必ずし
もいえないであろう。しかし，分業化がなされている生産・販売過程の各関
与者のそれぞれの責任の全体構造を考えていくとドイツ製造物責任とアメリ
（９）
力の不法行為法上の厳格責任|ま少なからぬ相違を示してくるのである。
本稿では，過失責任の原則にもとづくドイツ製造物責任の分業からゑた構
造を明らかにし，そこからいかなる問題が生じ，ドイツにあってはどのよう
に解決されているのか，分業との関連では「無過失責任」はいかなる意味を
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兆つのかを探っていき，わが国でのこれらの問題を考える参考としたい。
(1)有泉亨「生産物責任論序説」内田=渡辺編・市民社会と私法73-8頁，加藤一郎・
注釈民法⑲136-8頁；加藤一郎=野村好弘「事故責任」企業責任〈経営法学全集18＞
106-7頁；舟本信光「欠陥車事故訴訟の問題点」自動車事故民事責任の構造37-8
頁；北川善太郎「担保責任」谷口=加藤編・新民法演習４債権各論107-8頁；椿寿
夫「欠陥車と民事責任(下)」ジュリスト436号151-頁以下；三島宗彦「製造者責
任」演習民法（債権）497頁；廣川浩二「製造物責任の諸問題一責任者」現代損
害賠償法講座４巻403-15頁；植木哲｢製造物責任｣加藤=未倉編・民法の争点333-4
頁：川井健「製造者と販売者」判例タイムズ393号18-23頁；竹内昭夫「消費者被
害の救済｣大隅健一郎先生古稀記念・企業法の研究633-5頁；徳本伸一「製造物責
任」谷口=加藤・新版民法演習４債権各論245-52頁；沢井裕「食品薬品公害と製
造物責任１．２．４」法律時報50巻５号18頁以下，同50巻９号63頁以下，５１巻２
号49頁以下；淡路剛久「カネミ訴訟と食品製造関連企業の責任」ジュリスト656
号61頁以下，森島昭夫「スモン訴訟判決の総合的検討３．４」ジュリスト715号８２
頁以下,同717号100頁以下；植木哲「製造業者らの責任」判例時報879号16頁以
下；川井健「民事法の観点からのスモン判決」判例時報899号4-6頁；清水兼男
「スモン訴訟と医師・製薬会社の責任」判例時報950号14頁，など。
(2)北川善太郎「欠陥商品に対する企業責任一解釈規範の多元性一」法学論叢102
巻３．４号55-80頁；製造物責任－その現状と課題一・別冊ＮＢＬ３号150-6頁川
井健・製造物責任の研究221-99頁参然・
(3)北川善太郎「欠陥商品に対する企業責任一解釈規範の多元性一｣法学論叢102巻
３４号78頁参照。
(4)国民生活審議会消費者保護部会消費者救済特別研究委員会・消費者被害の現状
と対策(中間覚書）経済企画庁消費者行政課編・消費者被害の救済106頁参照。も
っとも，これは中間覚書であり，しかも，関連事業者の範囲をそれほど明確にし
ていない。ただ「欠陥商品の生産販売に関与したすぺての事業者に責任を負わ
せ，消費者はそのうちのどの事業者に対しても損害額全額の賠償を請求すること
ができる」ことが望ましいとする。この点につき，竹内昭夫｢消費者裁害の救済」
大隅健一郎先生古稀記念・企業法の研究633-5頁；古岡博元「消費者被害救済の
現状と問題点」製造物責任－その現状と課題一別冊ＮＢＬ３号117頁参照。製造
物責任研究会・製造物責任法要綱試案第二条(2)項，第三条，第四条参照。
(5)ドイツ製造物責任についてはわが国ですでにすぐれた研究があり（椿寿夫「欠
陥車と民事責任」ジュリスト432号-435号。436号：五十嵐清「西ドイツにおける
製造者責任法の現状」ジュリスト446号；植木哲「ドイツにおける製造者責任論
llO
の展開目一不法行為論の諸相一」神戸法学22巻２号）ここで再たび，一般論を論
ずるつもりはない。わが国ではこれまで，それほど紹介されていない「分業と製
造物責任」として論ぜられている問題を，本稿でとりあげようとするものである
（簡単には植木哲「諸外国における製造物責任一ヨーロッパ(上)－」自由と正義
２８巻13号58-9頁に紹介がある)。しかも，きわめて，概説的なもので十分に掘り
下げたものではなく，多くは，Schmidt-Salzer,Produkthaftung,1973；ｄers、
Produkthaftungimfranz6sischen,belgischen，ｄｅｕｔｓｈｅｎ,schweizerisc‐
ｈｅｎ,englishen,kanadischenundUS-amerikanishenRecht,１９７４；ｄers，
EntscheidungssammulungProdukthaftung，１９７６；Ｆｅｌｄｍａｎ,Europﾖisc‐
heProdukthaftungunddieVerteilu､gdesHaftpflichtschadensl979；
Ｌｕｋｅｓ，ReformderProdukthaftung,1978によっている。
(6)ｖ・Caemmerer,ProduktLiability,inlusPrivatumGentium,Festse‐
ｈｒ，ｆ，MRheinstein，Ⅱ，1969,ｓ、６６６；K6tz，Deliktsrecht，２Auf、1979,S、
202ff;Lukes,a､a､0.SS､69-45;v・HippeLProdukthaftungundVerb-
raucherschutz，ＢＢ１９７８，Ｓ721-3.
(7)Lukes，ａ.ａ・ＯＳＳ、69-78；ｖ､Hippel,ａ・ａ､０．，ｓ､７２２．Ｖ91.Schmidt‐
Salzer，Ｓ、７２，８５ｆｆ.，３１１．
(8)アメリカの不法行為法上の厳格責任については，有田喜十郎「米国製造品責任
法における厳格不法行為責任について」近畿大学「比較法政」８号１頁以下，拙
稿「アメリカにおける製造物責任の法的構成－特に不法行為法上の厳格責任を中
心として」早稲田法学会誌24巻185頁以下を参照。以下不法行為法上の厳格責任
とはRestatementofTorts402A（Second）のことをさす。経済企画庁国民
生活局消費者行政第一課編・製造物責任と賠償負担181-9頁を参照
(9)VgLFeldmann,ａ.ａ・ＯＳＳ､67-71.
Ⅱ契約責任と分業
契約法上，製造業者の責任を追及する手段として暇庇担保責任と積極的債
権侵害とが考えられるが，両者とも原則としてその効力は契約当事者間に限
定される。ドイツにあって「第三者のために保護効を伴う契約」や「第三者
損害請算の理論」により一定要件のもとで売買契約の効果が第三者にまで拡
張されてはいるものの，最終消費者が製造業者の責任を追及するには十分で
はない。しかし，限定的ではあれ，契約関係や例外たる要件が満たされれば，
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被害者は当然，契約責任で製造業者の責任を追及しうる。暇庇担保責任につ
いては「製造業者と販売業者との分業」で採り上げることとし，ここでは製
造業者の積極的債権侵害と分業との関係をゑていく。
１企業内分業
製造業者は従業員の過失に対し契約法上いかなる責任を負うか。当然のこ
とながら，債務者は履行補助者のなした過失についても，ＢＧＢ278条にもと
づいて自らの過失と同様の責任を負う。そこで，製造業者が売買契約，製作
物供給契約，請負契約上の義務を履行する際に履行補助者を使いその者に
過失があった場合には，不法行為法のＢＧＢ８３１条と異なり，製造業者は，
自らに選任監督上の過失がないことを立証したとしても責任を免れることは
できない。しかし，債務者は履行補助者のあらゆる過失について責任を負う
のではなく，債務者が負う契約上の義務を履行するにつきなした履行補助者
の過失に対しての糸責任を負うにすぎない。そして，そこでは履行補助者が
債務者の義務を履行したか否かが問題とされる。よって，製造物責任との関
連でいえば，製造業者は，いかなる契約上の義務を負っているのかという点
が重要となってくるのである。
売主自身が製造業者であったとしても，その製造業者も売主としてＢＧＢ
433条により物の引き渡し(bbergabe)および物の所有権の移転(Ubereignug）
についての糸債務を負い，製品を製造する債務を何ら負うものではない。し
たがって，製造業者でありかつ売主であるその者は，契約法上，製造業者と
しての注意義務を負わないと解されている。代替物に関する製作物供給契約
を製造業者が締結した場合もＢＧＢ651条１項本文により同様である。それ
ゆえ，従業員の製造上の過失についてはＢＧＢ278条は適用されないこととな
⑩
る。ただ，製造業者＝売主Iま企業内の落度による欠陥を認識していたか，考
慮しなければならないときには，ＢＧＢ242条（信義則）の範囲内で，契約上
の義務として管理義務や検査義務が発生するので，その範囲でもＢＧＢ２７８
条は問題となりうる。
これに対して，請負契約や非代替物に関する製作物供給契約が問題となる
１１２
場合，企業は製品を製造する債務を負うので，当然製造業者としての注意義
務を負う。それゆえ,その企業の従業員の製造上の過失についてはＢＧＢ２７８
０，
条の適用があることとなる。ただ，問題なのIま，この履行補助者の過失に対
する責任を契約により債務者は免れることができ，しかも自らの過失に対す
る責任と異なり，債務者は，履行補助者の故意による責任をも排除しうると
いう点である（ＢＧＢ278条２項)。
２企業間分業
完成品製造業者はすべての部品を自ら製造するのではなく，他の企業から
:納入された部品を利用して完成品をつくるのが通常である。部品製造業者の
過失による部品の欠陥で完成品全体としても欠陥製品となり被害が発生した
場合，完成品製造業者は部品製造業者の過失についても当然に契約上の責任
を負うのか。すなわち，部品製造業者は完成品製造業者の履行補助者となり
うるのか。部品製造業者が法律上独立した請負人であることが，まず問題と
:なろう。しかし，法律上独立した請負人も，ＢＧＢ278条の履行補助者となり
⑫
うると解されている。そこで企業間分業にあっても，ＢＧＢ278条の適用力:あ
りうる。問題は，純粋に事実的観点から，製造業者の負う義務の履行の補助
のために法律上独立した請負人を製造業者が利用しているか，請負人のなし
きた行為が製造業者の責任の範囲内にあるか否かという点にある。
Ｌここでも，債務者の責任の範囲が重要となる。前述したごとく，売主は，
『目的物の引き渡しと所有権移転義務を負うの承で，たとえ製造業者であった
としても，製造する債務を負うものではない。すなわち，売主が製造業者で
あるか，販売業者であるかは売買契約上何ら問題とならないのである。
このように，完成品の製造業者も，売主としては製造する義務を負わない
ので，その製造業者が，製造を他の企業に委ねたり，部品の製造を下請業者
に回したりした場合，製造義務に関しては，彼らは売主の履行補助者ではな
い。そこで，下請業者や請負製造業者の設計上の過失，ないしは製造上の過
失につぎ，ＢＧＢ278条にもとづいて，製造業者は責任を負わないこととなる。
製造業者＝売主は，契約法上，請負業者の選任上の責任の糸を負うと解され
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てし､ろのである。
製作物供給契約は，分けて考える必要がある。代替物の製作物供給契約に
あっては，売買法が類推適用されるので，売買契約の場合と同様の結果とな
る。すなわち，そのような契約をなした製造業者は，請負業者の製造上の過
失につぎＢＧＢ278条にもとづいて責任を負うものではなく，その企業の選
任上の責任を負うにとどまる。
他方，不代替物の製作物供給契約を締結した企業は製造義務を負う。した
がって自ら製造せず，請負業者が製造した場合，当然請負業者はその企業の
履行補助者となるのである。
(ｌｑＢＧＨ,21.6.1967,BGHZ48/118,ＮJＷ1967,1903;Schmidt-Salser,Produkt‐
haftung，1973.Ｓ､２２３ｆ；Ｆｅｌｄｍａｎｎ，ａ・ａ、０．ｓ17.
⑪VgLSchmidt-Salzer,Produkthaftung,1973,Ｓ２２３ｆ；Feldmann,ａ､ａ、
０．ｓ､17.
⑫Fikentscher,Schuldrecht､６Auf,§54N=Ｓ285；Larenz,Lehrbuchdes
Schuldrechts，ＢｄＬＡＴ､Auf.,§4411b=S､196；Brox，A11gemeinesSchl‐
drecht,４Auf.§19=S､122.
⑬Schmidt-Saltzer,Produkthaftung’1975,ｓ57.
Ⅲ不法行為責任と分業
ドイツの不法行為法上の過失責任にあっては，現実に行為をなした者の承
が責任を負い契約法上のＢＧＢ278条と異なり,他人の行為についても，自
らに過失がない限り責任を負わない。このことがドイツにおける不法行為と
分業を考える出発点である。ここでも，われわれは企業内分業と企業間分業
とに分けて考察していく。
１企業内分業
製造物責任の責任主体は通常企業組織体である。このような組織体の責任
を追及するには，いかなる法的構成によることができるか。わが国にあって
は，この問題は民法44条，民法715条および民法709条との関係をめぐり理論
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的に議論されてきている。判例は，あまり理論的に問題にせずに民法709条
⑭
により，直接，企業自体の過失を肯定する。学説も多くIま，この見解に賛成
⑮
する。公害事件においても，いわゆる「企業自体の不法行為」力:受け入れら
れ，熊本地裁判決は「廃水の放流は被告の企業活動そのものであって，法人
の代表機関がその職務を行なう上で他人に損害を加えたり，あるいはまた被
用者の事業の執行に付き第三者に損害を加えたりしたとぎのように，特定の
人の不法行為について法人（使用者）が責任を負うべき場合とは自らその本
質を異にするものというべきであるから，被告は民法709条によって，右損
⑯
害を賠償すべき責任力:ある」とやや理論的に述べ，従来の「企業自体の不法
⑰
行為」を是認した。そこでこの考えを受け入れると-すれば，企業組織体の責
任の問題は，わが国にあって製造物責任でこと改めて論ずる必要はなく，公
害裁判で定着していった「企業自体の不法行為」をここでも適用すれば済む
ということとなる。これに対し，ドイツにあっては，企業組織体の民事責任
はまさに製造物責任を中心に論ぜられているのである。
企業の責任に関してはドイツにおいても，わが民法715条に相当するＢＧＢ
⑱
831条と民法709条lこ相当するＢＧＢ８２３条第１項力:問題となる。
（１）被用者に対する責任
被用者の行為により設計上の欠陥ないし製造上の欠陥をつくり出し，それ
らの欠陥により損害が発生した場合，製造業者は使用者責任を負わなければ
⑲
ならない力:，被用者の選任・指揮・監督につき注意を怠っていない旨を製造
業者が反証すれば責任を免れることができる（BGＢ831条)。構造的にはほぼ
同じわが民法715条が，判例・学説により，その免責はほとんど認められなく，
報償責任説を根拠に自己責任から代位責任化しているのに対し，ドイツにあ
っては,選任督監義務を高度化すると，ＢＧＢ831条は無過失責任化し，それ
は立法者の法政策的秩序に反するという理由により，現在にあっても，極端
に厳しい選任監督義務が要求されてはいない。大企業の使用者も現に自らな
した選任・監督上の過失については責任を負うが，事業を行なっているすぺ
ての個々の被用者の選任・監督を自ら行なうことは不可能である。それゆえ，
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使用者は，自らが直接選任・監督する最も地位の高い被用者に対して，それ
らの注意義務を尺したことを立証しえれば，使用者責任を免れることができ
るのである。これがいわゆる「分散された免責の証明（Dezentralisierten
、O
Entlastungsbeweis)」である。
（２）自己の組織過失に対する責任
企業規模が大きくなり，製造過程や製品がますます複雑化する現代社会に
あって，この「分散された免責の証明」の機能する領域は増大することとな
る。そこで，判例は，使用者の選任監督義務に加えて，企業を秩序に適った
(Ordnungsgem6sen)組織になす義務,すなわち,組織義務(Organisationspfli‐
cht)を認めてきている。この組織義務により製造業者は，適切な設計，製造，
指示，製品観察の保証をするに十分な配慮をする必要があり，被用者の活動
に関しては，不法行為法上保護された法益の侵害を回避するために必要な労
働規則や監督規則の制定をなさなければならない。使用者は，義務遂行に関
する不法行為法上の義務から完全には免れることができないとの理由から，
すべての業務遂行を信頼しうる被用者に委せてあるという立証により，組織
⑳
義務の責任から免れることIまでぎないのである。
中間の被用者を選任・指揮・監督する義務は，具体的な企業組織に関する
義務であるのに対し，組織上の過失（Organisationsrerschulden）は，一般
的企業組織に関する。被用者の選任監督義務が，他人に委ねることができ，
使用者は委ねた者に対する選任監督義務を尽せぱ責任を免れることができる
のに対し，組織義務は他に委託することができず,使用者自ら（法人である場
合には機関によって〔BGB31条〕）によって遂行されなければならない。そこで，
組織責任は，体系上自己の行為に対する自己責任として位置づけられ，他人
の行為に対する自己責任を規定するＢＧＢ831条ではなく，ＢＧＢ823条にも
⑫
とづくと解されてし､る。
このように，「分散された免責証明」が認められる場合にあっても，ＢＧＢ
８２３条に根拠をもつ組織義務によって企業の責任が認められうる。ＢＧＢ823
条がＢＧＢ831条により認められる「分散された免責の証明｣を回避ないし修
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⑬
正しているといえる。
“
しかも，推進軸（Substreben）事件lこよって一般的組織責任|ま，立証責任
の転換が認められてさえいることからするとＢＧＢ831条の意義は小さなも
のとなっており，ＢＧＢ831条を過失責任から無過失責任にすべきだとの近年
の議論は，製造物責任に関する限り大きな問題にはならないといえよう。
（３）被用者の責任
製造業者の責任と並んで，企業内の被用者の地位にもとづいて課せられた
義務に違反する行為をなした被用者の責任も問題となる。すなわちこの責任
は，ＢＧＢ823条１項にもとづく責任であり，被用者に課せられている危険
回避義務は使用者の責任とは別個独立したものであるので，製造業者が責任
を負ったとしても被用者自身の責任は依然として問題となりうるのである。
この危険回避義務に関していえば，当該被用者は不法行為法上の危険回避
義務を負うか，負うとすればどの程度かは，その都度企業組織内における被
用者の地位にもとづいて，判断されなければならない。そこで，業務管理者
(Gesch証tsleiter)は,秩序に適った製造および買い手に対する秩序に適った指
示(Instruktion)についても責任を負うが，製造仁の糸権限のある機械製作技
倒
師I主指示上の欠陥については責任を負わない。すなわち，不法行為法の危険
回避義務が各当事者の地位や具体的事'肩に関連していることからそれぞれの
⑪
被用者の責任もそれらlこ応じて異なってくるのである。
連邦通常裁判所は，製造分野において，最高責任者たる地位にある製造管
理者についても，事態を明らかにするに被害者よりも「近くにいる」という
⑰
理由Iこよって，過失の立証責任の転換を認めた。通常，被用者よりも企業の
方が支払い能力があり，しかも製造物責任保険で被用者をも被保険者とする
ことが可能である。そこで，経済的には，被用者に責任を課すことはそれほ
ど大きな意味をもたない。しかし，Schmit-Salzerは，この判決のもつ社
会心理的側面を評価する。そして，企業内の活動にかなりの影響を与えるで
⑬
あろうとＺ入る。だが，このように積極的に評価する者は少なく，むしろ，学
者はこの判決に批判的である。第一に，通常，企業が製造物責任保険に加入
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している今日，企業が支払不能となり，被害者が被用者の責任を追及する必
⑬要が生ずることは多くない。第二に，被用者は自ら力:負担する賠償金を利益
に転嫁しえないので，製造者責任の本質的な根本思想が被用者に妥当せず，
⑪
被用者に厳格な責任を課すことは不当であるとｚＡるのである。
２企業間分業
（１）製造者責任
現実に行なわれている企業間分業を法的にはどのようにとらえるのか。こ
こでも過失責任の原則から，自らに可能であることの糸が個々の企業に要求
ＣＤ
される。それゆえ，各企業は自己の管理可能な範囲内での占8A責任を負う。製
品の製造業者でない者は，製造過程を管理できないのであるから，その製品
に関して，設計上の義務，製造上の義務，指示上の義務，観察義務，ないし
場合によっては製造業者が負う回収義務を負わないこととなる。また,ＢＧＢ
831条による使用者責任も使用者自身の有責行為にもとづいているので，製
造業者は，部品納入者や，請負企業に対して，指揮権限(Weisungsbefugt）
がある場合仁の糸責任を負うが，原則として，独立した請負人は被用者では
６０
なし､と解されている。
完成品製造業者が他の企業によりつくられた部品を使用した場合，この完
成品製造業者は部品の製造者でない。よって，法律上もその部品の製造業者
として取り扱われることはできないので，完成品製造業者は部品に関しては，
働
設計上の責任，製造上の責任などの製造者責任を負わなし､。
また，生産者は，製造業者として活動し，製造過程を管理する範囲におい
ての承製造者責任を負う。自らの設計資料(Konstruktionsunterlage)にもと
づいて他の企業に製作注文をなした製造業者は，設計に関しては「製造者」
であるが，製造に関しては請け負った製造業者が「製造者」であるので，生
産者は秩序に適った設計をなす取引安全義務を負い，請負企業は製造上の注
御
意義務を負うこととﾌﾞｺﾐる。
（２）完成品製造業者の責任
むろん，部品における現実の企業間分業を法的にも承認するといっても，
１１８
完成品に対する最終製造業者の全責任が排除されるというわけではない。完
成品製造業者は，最終製品の製造業者として完成品の製造に関しては「製造
⑬
者責任」もご自ら負う。
すなわち，完成品製造業者は，第三者から供給された欠陥ある部品を完成
品が含まないよう，必要かつ十分なあらゆる手段をとらなければならない。
原則的には用いられた部品に欠陥がなく，機能的に適切である（funktionsg‐
ｅｍｉｉβ）こと，客観的に必要な組糸立て技術が用いられていることに対して完
㈱
成品製造業者Iま責任を負うのである。
完成品製造業者の責任は，完成品の設計上の責任と製造上の責任とに分け
られる。そこで，まず，設計上の責任からゑていこう。
①設計上の責任
完成品の設計の段階で，完成品の一定の性質が部品によって決まる場合，
完成品製造業者は,完成品の製造に対し,その部品が一般的に適しているか否
かを検査する必要がある。一般的な適性検査をなすに必要な専門知識をもっ
ていない場合，必要な検査をなすために第三者に専門的な助言を頼む等，他
勧
の手段が講ぜられなければならない。ここでは，設計上の責任力:問題となっ
ているので,個戈の納入に関してではなく，納入された他の企業の製品が自ら
の完成品の製造にとって一般的に適しているか否かが問題とされるのである。
②製造上の責任
製造上の責任の範囲にあって，まず，完成品製造業者は，自らの企業内で，
他で製造された部品を十分な作業工程により新たな完成品に加工することを
⑬
保証しな(ﾅれぱならない。さらに，完成品製造業者は，完成品に使われる，
倒
他で製造された個々の部品に欠陥力:ないことを保証する必要がある。もっと
も，完成品製造業者は部品の製造業者でないので，部品に対して，部品製造
業者に要求される管理のすべてを完成品製造業者に求めることはできない。
完成品製造業者は完成品に対する製造者責任の範囲内で部品に欠陥がないこ
とを確信すればよい。そこで，完成品製造業者は自らの立場から，部品に欠
陥がないことを納入業者が常に十分に保証していることを確信していれぱよ
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⑭
く，個々の部品を自ら欠陥がないかを検査したり，部品製造業者に特51｣の専
仰門知識や装置によってなすことが要求されている検査を繰り返す必要はなし、
と解されている。
完成品製造業者の立場から客観的に評価して，納入業者が欠陥のない部品
を納入したという保証がないときは，納入された個含の部品に対する完成品
製造業者の責任は厳しくなる。たとえば，納入業者により，必要な品質管理
が実際になされていないことを完成品製造業者が知っていた場合，納入され
⑫㈹
たものを受け取る際，自らの企業内で相当な検査やその他の措置をとる必要
がある。
要するに，完成品製造業者が他企業の製造した部品を利用した場合には，
個々の部品に対する製造業者の責任と完成品に対する製造業者の責任は明確
に区別される。完成品製造業者は，部品の製造業者ではないので，部品に関
しては製造者責任を負わない。単に完成品に対する製造者責任が課せられる
の承である。しかし，完成品製造業者は納入された部品に関しては，それぞ
れの事情に応じた選任責任(Auswahlhaftung)や管理責任(Kontrollhaftung）
を負わなければならないのである。
この選任・管理義務を小さな企業で完成品製造業者自らが履行している場
合,その製造業者はＢＧＢ823条１項にもとづいて秩序に適った履行をなす責
任を負う。他方，大企業で，これらの義務が従業員によって履行されていた
場合には，完成品製造業者は従業員の行為に対してＢＧＢ831条にもとづき
責任を負うとともに，組織過失の原則にもとづき，選択・管理義務の履行上
必要な組織化に対して責任を負うこととなる。
（３）部品製造業者，請負業者の責任
部品に欠陥があったため，完成品が全体として欠陥製品となり消費者に被
害が生じた場合，部品製造業者は，その部品が組糸込まれた製品によって損
害を蒙つた者に対して直接責任を負うべきであろうか。確かに，部品製造業
倒
者自らが当該部品を市場に出すわけではない。部品に欠陥があるか否かI土，
消費者ばかりでなく，完成品の製造業者が，この部品をいかに用いるかにか
１２０
⑮㈹かわる。さらには，製造物責任保険との関連も問題となるなど通常の製造業
者の場合と異なる問題がある。しかし，連邦通常裁判所は部品製造業者の被
㈹
害者に対する直接の責任を肯定する。部品製造業者I工完成品製造業者に対し
ては，部品の製造業者であり，製品の秩序に適った設計・製造・指示および
㈹
観察につぎ，すべてにｵつたって不法行為法上の責任を負うと解されている。
⑬
だが，Diederichsenが指摘するように，回収義務についてIま問題となろう。
納入された部品に対する製造上の責任は，もっぱら当該部品製造業者が負い
完成品製造業者は負わないことについては前述した。
注文者の設計資料にもとづいて，製品の製造を請け負った企業は秩序に適
った製造の義務を負うことについては問題がなかろう。だが，さらに，その
請負業者は自らの活動をなす為には設計資料と必然的にかかわらなければな
らないということから，その企業にとって認識しうる製造者の設計資料の欠
倒
陥を製造者に指摘する義務をも負うと解されてb､る。
(13ａ）この点については浜上則雄「製造物責任における証明問題⑤」判例タイム
ズ314号13-20頁に詳細な検討がなされている。
⑭判例を分析する研究として，神田孝夫「法人の責任」続判例展望別冊ジュリス
ト39122頁以下。
⑮多くの論文があるが，とりあえず，神田孝夫「企業の不法行為責任について」
北大法学論集21巻３号64頁以下；同「被用者の故意過失」損害賠償法講座６巻６３
頁以下；加藤一郎「企業責任の法理」ジュリスト578号42頁以下；幾代通・不法
行為205-8〔簡潔に企業自体の不法行為責任を支持する理由がまとめられている｡〕
など。浜上教授は「法人の人的組織を構成する被用者の過失即法人の過失という
には論理の飛躍がある。判例が必ずしも，民法44条を明示しないで，民法709条
によって直接に法人の責任を認めているのは，組織欠陥による責任に相当するも
のを認めているものと理解すべきであろう。」と述べられる（浜上則雄「製造物
責任における証明責任⑤」判例タイムズ314号15頁。
⑯熊本地判昭和48年３月20日，判例時報696号17頁。
⑰「企業自体の過失」には，要するに企業内の誰に過失があったのかを問題にす
べきでなく，企業の人的組織を構成する誰かに過失があれば，それを企業の過失
と承るべきであるという考えが背後にあり，その点は妥当であろう。しかし，こ
のことを認めるということは，わが国では民法715条がＢＧＢ831条と異なり，代
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位責任ととらえられ，民法44条と実質的に差がなくなり，被用者の過失か機関の
過失かを論ず意味が，ドイツとは異なり，ほとんどなくなってきているという点
とも関係があるように思われる。これまでも多々論じられているが，理論的には，
通説も，民法44条，民法715条や「自己責任」「代位責任」過失の概念などの関係
でさらに検討する余地があると思われる。その手がかりとして，E6rsi,Private
andGovenmentalLiabilnyfortheTortsofEmployeesandOrgans，
inlnternationalEncyclopediaofComparativeLawVXTortsが参考
となると思われる。
(l，ドイツの使用者責任については，田上富信「西ドイツにおける使用者責任法理
の史的変遷」民商法雑誌62巻３号504頁以下；同「西ドイツにおける使用者責任
についての一考察」法学論集７巻１号59頁以下に詳しい。
⑲ＢＧB831条の文言からは必らずしも明確ではないが，被用者の選任ばかりでな
く，継続的な指揮，監督(dielaufendeLeitungundUberwachung）の義
務を負うことが判例法上確立している（Schmidt-Salzer，Produkthaftung，
1973,ｓ142)。
⑩以上につき，Schmidt-Salzer，Produkthaftung，1973,ｓＳ144-7．Helm
RechtsfortbildungundReformbeiderHaftungfUrVerrichtungoge‐
hilfen,Ａｃｐｌ６６(1966)，Ｓ３９５ｆｆ.；田上富信「西ドイツにおける使用者責任に
ついての－考察」法学論集７巻１号67-70頁も参照。
(､）Schmidt-Salzer,Produkthaftung,Ｓ４８．
⑫Schmidt-Salzer,Produkthaftung,Ｓ148.組織責任と使用者責任との関係
については，Schmidt-Salzer，Ｐｒｏｄｕｋｔｈａｆｔｕｎｇ，SS156-8．
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Schmidt-Salzerはさらに述べる。注文者が積極的な設計責任，すなわち，どの
ような材料を用いるべきか，どの程度の強度にすべきかの決定についての責任を
負うのに対し，請負業者の設計上の責任はあくまで，消極的なもので，請負業
者の活動と知識の範囲に限定される。この義務は注文者に対しては契約法上の性
格をもつが，消費者ないし，第三者に対しては一般的不法行為法の規定にもとづ
く不法行為法上の性格をもつものであり，この義務の違反により消費者に身体傷
害ないし物的損害をもたらした場合，この義務違反と損害との間に因果関係があ
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る限り，被害者に対して直接責任を負う（Schmidt-Salzer，Produktfaftung，
1975,ｓS､67-70.)。
Ⅳ製造業者と販売業者との分業
現代社会にあっては，製造業者と販売業者の間で分業がなされているが，
法的には製造業者と販売業者とはそれぞれどのような責任を負担するのか。
特に販売業者の責任を中心に考えていくこととする。当然，契約責任と不法
行為責任とが問題となるが，過失責任の領域に限れば両者とも要求される注
側
意義務Iま本質的には一致すると考えられているので，両者を含めてゑていく
こととする。ただ，暇疵担保責任は無過失責任であり別の考察が必要である
ので，まず簡単に触れておく。
⑫
１１段疵担保責任
暇疵担保責任は積極的債権侵害に対する責任と異なり，無過失責任である
(BGB463条)。そこで，売主は，自らが製造業者ではなく販売業者にすぎな
いとしても，そのことによって免責されない。売主は製品が一定の性質をも
つことを保証しているので，何らかの方法で，それを達成することを保証し
なければならないし，それは売主の危険領域でもある。ただ，ドイツ民法に
おける売主の暇庇担保責任は，原則として売買契約の解除，または代金減額
に限られており，不履行による損害賠償は直ちには生じない。その発生は，
売買の目的物の性質について保証があったとき（BGB463条前段，ＢＧB480条２
項)，ならびに，売主が悪意で暇疵を黙秘したとぎ（BGB463条後段)に限定さ
れている。この「性質の保証」の効力の範囲は個々の契約の解釈によって定
められるので，いわゆる暇疵惹起損害にまでもおよぶことがありうる。保証
が暇疵惹起損害の発生に対しても保証する目的を追求している場合であり，
この場合は，売主の保証は，保証された性質の欠陥に対して，たとえ過失が
なくとも責任を負う意思があるという法的意味をもっていると解されている。
したがって，暇疵惹起損害に対しても「性質の保証」がなされている場合に
国
も，過失lま要件として不要であるし，開発途上の欠陥にも，アウスライサー
１２４
御
についても売主Iま責任を負うのである。
暇庇惹起損害の賠償が，暇疵担保責任にもとづいて認められるか否かは，
契約交渉の内容によると同様，どのような暇疵惹起損害がどの範囲まで保証
引受(Garantieiibernahme)に含まれるのかについても，契約交渉の内容によ
って決せられる。よって，性質の保証に対する責任は，売主が契約の交渉に
もとづき予期しなければならない損害に限られ，売主は個々の場合に生ずる
駒
通常でない損害についてIま責任を負わないと解されている。
２販売業者の責任
販売業者は，製品販売という経済的立場から販売業者に可能な範囲内で，
しかも，販売業者の支配領域内での損害発生に対しての承責任を負い現実
の分業に応じて，製品が危険性のない品質であることを抜き取り検査などに
田
より検査をしなければならなし､のは製造業者である。
製品販売に従事する者は，経済的分担機能からして，製造業者がなす管理
を要求することは不可能であり,期待することはできないので販売業者は,通
常製造工場でなされている検査をなす義務はない。また，販売業者が他から
買った製品に，かくれた設計上ないし製造上の欠陥があったとしても，製造
業者によってなされるぺぎ工場での検査によって始めて欠陥を発見しうるの
印
で，かくれた欠陥について|主何ら責任を負わない。このようなことから，原
田⑭
則として，販売業者Iま燃料油や燃料に関して，化学分析をなしたり，させた
りする義務はなく，スクーターの販売業者はそれが適切に組たてられて，完
蜘
全に安全であるか否かを詳細に検査する義務|士ない。同様な理由から，販売
業者は，缶詰めやパックされている中味に欠陥があるか否かを抜き取り検査
（６，
をする義務はなし､と解されている。
販売業者に，このような義務がないのは，販売業者にとって，そのような
検査をなすことを期待することができないからであるとすれば，当然，それ
以外の期待可能な検査をなすことは要求される。まず，売却するために仕入
れた製品に明白な欠陥があるか否かを知るための検査をなすことは販売業者
にとって事実上可能であるので，法的にも，そのような検査をする必要があ
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⑫
ろ。たとえば，自動車の販売業者は表面上の検査(eineoberfl2ichlicheBesf
chtigung）と通常の範囲の試運転をなす義務を負う。だが，それらをなした
にもかかわらず，自動車の運転上の危険性が明確にならなかった場合には，
㈱
原則として，その自動車販売業者にIま過失はないこととなる。
明白な欠陥の検査以上に，どのような検査義務が販売業者にいかなる場合
に生ずるかは，具体的な事情により決せられる。
長期の取引関係があるなどの特別な事情により，製品の供給者や製造業者
の信頼性に疑問をいだく手がかりがないかぎり，販売業者は明白な欠陥があ
い
るか否かを検査をすれば責任を免れる。ｉｆろん，販売業者が製造業者の信頼
に頼れないとか，特定の欠陥の存在に対する手がかりがある場合には，さら
IBS
に検査をなす必要がある。個々の事件で，その検査義務(よ事'肩によっては相
対的に製造業者の検査義務に近ずくが，あくまでも販売業者のもつ手段によ
って，製品や製品の供給者の信頼性を調査する義務を販売業者が負うにすぎ
ＧＱ御
なし､。販売業者が，製造業者の製造組織の欠陥を知っていたとか，当該製品
につき設計上の欠陥ないし製造上の欠陥があるとの苦情が報告されているな
どにより，製品に欠陥があることを疑がう具体的な理由がある場合には，販
掛
売業者に特別な義務が生ずる。販売業者がとらなければならない措置Iま個々
の事情，特に危険の種類と範囲によって決まり，場合によっては，製造業者
倒
の義務に近づく力:，製造業者がなすぺぎ措置を要求することはできない。
以上のような製造業者のもたらした欠陥に対する販売業者の共同責任とは
別に，当然販売業者は自らの領域内での欠陥発生に対して責任を負うことと
なる。たとえば，燃料の売主は，運送の際に汚染しないように注意しなけれ
（７０
ぱならない。また，タイヤの販売業者Iま，自らが売って組糸立てたタイヤが
当該自動車に適しているか否かを注意し，自動車の運行の安全が害されない
、）
ようにしなければならなし､のである。
このようなことから，販売業者は，製造業者の製品に関する性能データ，
限界値データ，使用説明書に注意を払わなければならないが，これらの製造
業者の報告の正確さに当然に疑う必要なぎ限り，それらを販売業者は信頼し
１２６
ｍ
うる。
ところで，原則としては製造業者は販売業者の履行補助者ではない。だが，
場合によっては，履行補助者となりうる。たとえば，販売業者が指示上の義
務を負っており，しかもその義務の履行のために，製造業者の発行した使用
説明書を利用した場合，使用説明書に対する製造業者の過失に対して，販売
同
業者IまＢＧＢ278条にもとづいて責任を負わなければならない。
３輸入業者
輸入業者も製造業者ではなく販売業者であることは疑問の余地はない。だ
が，輸入製品の欠陥により損害を受けた場合，外国の製造業者を確認するこ
とは困難であり，裁判管轄，費用などの問題があり，被害者が外国の製造業
者を訴えることは不便かつ困難である。また，勝訴判決を得ても，その判決
の実効性は薄い。そこで，わが国ばかりでなく諸外国にあっても，輸入業者
伽
に製造業者と同一の責任を課すべきだとの見解が強い。しかし，ドイツの半Ｉ
例は，輸入業者も，基本的には販売業者であり，販売業者としての責任を負
うのみで，製造者責任を負わないと解している。たとえば，原告がベルリン
の店で買った自家用車でスイスで重傷を負ったので，フランスの自動車製造
者のドイツにある販売会社を訴えた事件で，被告は自動車の製造業者ではな
くドイツにおける販売会社であり，親会社の指図と計算で仕事をしているが
法律上独立した法人で，親会社と直ちに同一視できないとし，被告は，自動
同
車の製造上の過失についてIま責任を負わないと判示する。むろん，輸入業者
の注意義務を一般の販売業者と全く同一とふるべきかは問題となる。Ｓｃｈｍ‐
idt-Salzerも製造物責任を過失責任とする限り，個戈の企業の損害発生の
防止可能性(Steuerungsm6glichkeit）が責任の基礎および限界となり，輸入
業者は，製造業者ではなく販売業者にしかすぎないので販売業者の注意義務
を負うの糸であると承る。しかし，外国製品の販売業者は，外国の製造業者
が国内の消費者保護規範を注意して守っているという前提をとることができ
ない。また実際に，外国の製造業者を国内で訴えることは困難である。そこ
で，これらの事情から，輸入業者は製造業者に課せられている注意義務の程
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度にはいたらないが，他の販売業者よりも厳しい責任を負うべきであると主
禍
張-するのである。
４準製造者責任（Quasi-Herstelllerhaftung）
他人が製造した製品を，商標などにより，あたかも自らが製造したかのご
とき印象を与えて市場に出す者は，その製品の製造業者と同一の責任を負う
、⑱
くぎだとする見解も，わが国をIまじめ，各国で広く主張されてきている。ア
メリカの不法行為法リステイトメント（第２版）400条も，「他人が製造した
動産（Chattle）を自ら製造したものとして供給する者は，その製造業者と同
伽
一の責任を負う」と規定する。ドイツにあっても，学説の多くIま，この見解
（80
1こ賛成-する。
被告が，部品を他の企業に，自らの設計図と詳細な製造上の指示に従って
製造させ，さらに別の企業に焼き入れをさせ，他の部品とともに組み立て，
パンフレットに自家製品と説明していた状況にあって，その部品の欠陥によ
り損害が発生した場合，被告は，その部品を自らつくったものでなかったと
ＣＤ
しても，製造業者として責任を負うとの判決力:なされた。Schmidt-Salzer
はまさに，他人が製造したものを，自家製品であるかのように表示した者は，
製造業者と同一の責任を負うとする，いわゆる「準製造者責任（Quasi-Her‐
⑫
stellerhaftung)｣が，この判決によって認められたと承る。しかし後の半Ｉ例は
明確にこれを否定する。先の判決は純粋な準製造者責任を認めたのではなく，
パンフレットで自家製品としていたことは単に補足的理由として示したにす
⑬
ぎなかったとする。そして，この判決で|ま企業が商標などにより，「製品の
製造業者である力軋の印象を与えたことで，直ちに，現行ドイツ不法行為法に
よって，いわゆる『準製造者」となりうるか否かは疑わしい･･･…。このよう
な制限のない準製造者責任は，ＢＧＢ823条から，取引安全義務違反によって
根拠づけることはできない」とし，製品の使用者が，被告の名称を特に信頼
したためにその使用者がそうでなければなしたであろう防止措置をとらなか
“
つた場合に準製造者責任の成立を限定する。この判決lこＫＯｔｚは批判的であ
る。複雑な道具の買主は，製造業者が有名企業であろうとなかろうと，その
１２８
道具が安全に使えるか否かを検査しないの力:普通であり，しかも，通常,買
主は専門知識をもたないので検査をなすことは不可能である。また，被害者
が買主ではなく第三者の場合はどうなるのかとして，製造業者のふりをする
田
老は製造業者としての責任を負うべきﾎﾟﾐと主張する。
もし，一般的に準製造者責任を肯定すべしとした場合，いかなる根拠で，
どのような要件が必要とされるのか。Schmidt-Salzerは，この責任は契
約責任の性質をもつ個々人の信頼保護の思想にもとづくものではなく「商取
引における売主の態度の不法行為法上の映像（dasdeliktsrechlichSpiegel‐
bilddesAuftretensdesVeriiuβerersimGeschiiftsverkhr)」であると承る。
それゆえ当該製品が他の製造業者の製品であるか否かを買主や被害者たる第
㈹
三者が知っているか否か'よ問題とならないとする。また，他の製造業者の製
品を被告の製品と承ることができるか否かは，通常の使用者の立場から客観
勧
的,こ判断されるべきである。そして，単に他の製品を使用しただけでIま十分
ではなく，他の製品を自らの製品であるかのように糸せる，商標その他の何
倒
らかの言明力:必要であると解している。
GDScmidt-Salzer,Produkthaftungl975,Ｓ73.
62）ドイツの暇庇担保責任については，詳しい分析があり（北Ⅱ|喜太郎・契約責任
の研究136頁以下）製造物責任との関連でも詳細な研究がなされている（浜上則
雄「製造物責任における証明問題((j㈹」判例タイムズ320号２頁以下，同322号３０
頁以下)。そこでここでは分業との関連において概観するにすぎない。
G3Schmidt-Salzer，Produkthaftungl973，Ｓ､２２９，２３８；Schmidt-Salzer，
Produkthaftung,1975,ｓ､４９；浜上則雄「製造物責任における証明問題㈲」判
例タイムズ320号10頁。
“ＢＧＨ,5,7,1972,BGHZ59､158,ＢB1972,1069；浜上則雄「製造物責任におけ
る証明問題御」判例タイムズ320号７－９頁。
b9Schmidt-Salzer,Produkthaftung，1975,ｓ､４８.；Lukes,ａ.ａ・ＯＳ､４５．
６ＯＢＧＨ,5.7.60,VersR60S855.；Schmidt-Salzer,Produkthaftung,1975,
ｓ、７４；Schmidt-Salzer，Produkthaftung，1973.ｓ１２０．
６１ＢＧＨ,２５．９．６８，ＮＪＷ６８Ｓ､2238.；OLGK61n,9.12.63ＶｅｒｓＲ６４Ｓ､５４１，
５４３；Schmidt-Salzer，Produkthaftung，１９７５ｓ７５；Schmidt-Salzer，
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Produkthaftung，1973,ｓ、120.；ｖ・Caemmerer，ａ・ａ、０．S671Rosener，
ＧｅｒｍａｎｙｉｎＰｒｏｄｕｋｔＬｉａｂｉｌｉｔｙｉｎＥｕｒｏｐｅＳ、６０．
６３０LGK61n，９．１２．６３，VersR64,Ｓ541.
6ｓＩＢＧＨ,25,9.68,ｓ2238．
ｌ６０ＢＧＨ,１５．３．５６，Ｖers56,ｓ､２５９．
６１）Schmidt-Salzer,Produkthaftung,1973,ｓ､１２１；Rosener,ａ・ａ､０.S70f
I62）Ｓｍｉｄt-Salzer，Produkthaftung，1973,ｓ、１２１；Lukes，ａ.ａ・ＯＳ,４６．
Rosner，ａ・ａ、０．ｓ６９．
Ｉ６３ＢＧＨ,１５．３．５６，VersR56,Ｓ,259．
ＩＳ４ＢＧＨ,15.3.56,VersR56,Ｓ259.；OLGK61n，9.12.63,ＶersＲ64.ｓ、５４１．
６３ＢＧＨ,15.3.56VersR56,Ｓ､259.；OLGK61n,9.12.63,ＶersＲ64.ｓ､541．
Schmidt-Salzer，Produkthaftung，1973,ｓ、１２２；Lukes，ａ、ａ、０．S46
I6QSchmidt-Salzer,Produkthaftung，1975,ｓ76.
67）ＢＧＨ,5.7.60,VersR60,Ｓ855．
㈹Schmidt-Salzer,Produkthaftung,1973,ｓ､１２２
６９Scmidt-Salzer,Produkthaftung,1975,ｓＳ150-2．
Ｖ０ＢＧＨ,２５．９．６８，ＮＪＷ６８,Ｓ,2238．
nOLGHamburg,22.6.71.ＤＡＲ７２,Ｓ１６．
⑫ＢＧＨ,２２．２６２，ＶersＲ62.ｓ､４８０．
⑪Schmidt-Salzer,Produkthaftung,Ｓ､77.;ＢＧＨ5.4.67,ＢＧＨＺ４７,Ｓ312．
ｒ４ＥＣ指令案第２条，ＣＥ条約第３条(2)，イギリスの法律委員会及びスコットラ
ンド法律委員会の「欠陥製品」報告書，ピアソン委員会報告書および，わが国の
「製造物責任法計綱試案」も同様である（これらについては，経済企画庁国民生
活局消費者行政第一課編・製造物責任と賠償負担参照)。わが国の判例でも，薬
の輸入業者の責任を製造業者の注意義務と全く同一であるとするものがあり（金
沢地判昭53年３月１日判時879号26頁以下,５７頁，東京地判昭和53年８月３日判時
899号48頁以下，306頁，福岡地判昭53年11月14日判時376号58頁など)，学者は一
般にこれらの判決に賛成する（)||井健「民事法の観点からのスモン判決」判例時
報899号２頁以下，６頁，清水兼男「スモン訴訟と医師会社の責任」判例時報950
号14頁以下，１５頁，徳本伸一「製造物責任」新版・民法演習４債権各論25頁)。
ただ，沢井教授は，「単なる輸入業者は，一般の商品に関しては普通の流通業者
に期待される注意義務以上の注意義務が期待されるが，さりとて，メーカーと同
じレベルの高度のものを期待することは許されない｡」と述べられる（沢井裕｢食
品・薬品公害と製造物責任２」法律時報50巻９号71頁)。
r913LGSaarbriicken,2.7.1974,Schmit-Salzer,Entscheidungssammlung
Produkthaftungm、１３.Ｓ３９２ｆ．
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mSchmidt-Salzer,Produkthaftung,ＳＳ､125-7.；MarschallvBieberstein，
ProdukthaftpflichtimDeutshenRecht・ＺｆＲＶ１９７６、Ｓ２４９．
ｍ製造物責任法要綱試案第２条(2)１；有楽享「生産物責任論序説」内田･渡辺編・
市民社会と私法77頁，徳本伸一「製造物責任」谷口・加藤編新版民法演習250頁，
ノ'１井健・製造物責任122,171頁，川井健「製造者と販売者」判例タイムズ393号
18-20頁，森島昭夫「北陸スモン訴訟判決とその問題点」判時879号，５頁，判例
も同様の見解をとる（金沢地判昭53年３月１日判時879号26頁以下，東京地判昭
和53年８月３日昭和53年８月３日判時899号48頁以下，福岡地判昭和53年11月１４
日判時376号58頁以下など)。また，沢井裕「薬品公害と製造物責任」法律時報５０
巻９号71-2頁参照。
㈹ＣＥ条約第３条(2)，イギリスの法律委員会及びスコットランド法律委員会の
「欠陥製品に関する責任」ピアソン委員会報告書，英米法については，Miller
andLovell,ProductLiabilityl82-3(1977)参照。
,ｒ９２Ｈａｒｐｅｒ＆James,ＴｈｅＬａｗｏｆＴｏｒｔｓ〔1956）andSupplement，§28.
28．；１Ｆｒｕｍｅｒ＆Friedman,ProductsLiability§10.02.参照。
CcISimitis，SolldieHaftungdesProduzentengegeniiberdemVerbr‐
aucherdurchGesetz，kannsiedurchrichterlichFortbildungdes
Rechtsgeordnetwerden？ＩｎｗｅｌｃｈｅｍＳｉｎｎｅ？－Gutachtenfiirden47・
DeutschenJuristentag，Ｓ３８，９８．；Fikentscher，Schuldrecht6Auf
l976,S6546103N6.；Schmidt-Salzer,Produkthaftung，１９７３ｓS､116-9；
Marschallv・Bieberstein，ａ・ａ、０．ｓ249.；K6tz，Deliktsrecht2Auf、
1979,ｓ、207．
Cl）ＢＧＨ,3.6.75,ＢＢ75.ｓ1031．
例Schmidt-Salzer,EntscheidungssammulungProdukthaftungl976,ｓ．
426．
Ｇ３ＢＧＨ，１４．６．７７，ＢＢ77,ｓ､1117.
.84ＢＧＨ，１４，６．７７，ＢＢ77,ｓ、1117.
,B9K6tz,ａ.ａ・ＯＳ､207．
例Sohmidt-Salzer,Produkthaftungl973,Ｓ１１９．
W67）Schmidt-Salzr,Produkthaftung，1973,ｓS，118-9．
例Schmidt-Salzer,Produkthaftung,Ｓ１１８，１６０．
Ｖ結語
１不法行為法上の危険回避義務を負う者は，具体的事情からゑて，危険
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を回避するに必要かつ十分な措置をとる限り，原則として，どのような措置
㈱
をも自由に選択しうると解されている。そこで，製造業者lま，危険の回避に
必要な措置を(1)自らなすか，(2)自らの企業内の被用者に行なわせるか，(3)法
㈱
律上独立した企業に委ねるカミを自由に選択することができる。
まず，危険回避措置を企業内の被用者に行なわせた場合，すなわち企業内
分業がなされた場合，個々の活動に対し第一次的に責任を負うのは被用者で
あり，企業はＢＧＢ831条により,二次的に被用者の選任・監督義務を負うに
すぎず，それらの義務を尺せぱ責任を免れることができる。これに対し，契
約法ではＢＧＢ278条により,企業は被用者の過失につき自らの過失と同一の
責任を負う。が，不法行為法上の製造物責任にあっても，組織過失の発展に
より，実質的には契約法と同様の厳しい責任が企業に課せられてきていると
いえよう。
次に製造業者が，部品の製造を下請けに出すように一定の活動を他の企業
に委ね企業間分業がなされた場合はどうであろうか。その製造業者は，不法
行為法上，自らの立場から第三者の活動が秩序に適ってなされる保証をなす
ため，その企業の選任・監督義務を尺せぱ，委託した活動に対する直接的な
責任は免れることができ，部品の製造を請け負った企業が直接的な責任を負
う。これに対し，契約法では履行補助者の過失が問題となるが，部品納入業
者は完成品製造業者＝売主の履行補助者ではなく完成品製造業者＝売主は不
法行為法と同様もっぱら部品納入業者に対する選任・監督責任の承が生ずる
と解されている。
また，不法行為法上，製造業者も販売業者も同じく欠陥製品を市場に出さ
ないという一般的な危険回避義務を負っているが，各企業はその異なった経
済的役割に応じた危険回避義務を分担しており，この点は契約法上も同様に
考えられていた。
このように，不法行為法上も契約法上も，ドイツ製造物責任は，無過失責
任である品質保証責任を例外とすれば，企業内分業，企業間分業（製造業者
と販売業者間の分業を含めて）に関して同じような結論に達している。また，
１３２
Fイツ製造物責任は，特に企業間分業にあってlま，基本的には現実に行なわ
れている分業に応じて危険回避義務が段階付けられた責任構造となっている
といえるであろう。
これに対し，厳格さにおいてドイツ製造物責任と大差がないと考えられる
アメリカの不法行為法上の厳格責任にあっては，小売業者や卸売業者も，製
造業者がつくり出した欠陥に対しても製造業者と同一の責任を負わなければ
ならない。また，完成品製造業者は，自らの過失の有無にかかわらず，部品
製造業者が納入した欠陥部品につぎ常に責任を負う。その意味で，アメリカ
の不法行為法上の厳格責任はドイツ製造物責任と異なり，現実に行なわれて
いる分業に応じた責任構造をとっていない。この点に，ドイツ製造物責任と
（９，
構造上重要な相違があるとし､えよう。
２ドイツのように，製造物責任が過失責任にもとづき分業に相応した責
任構造となっている場合，欠陥製品の被害者は，まず，過失により製品の欠
陥をもたらした者を特定しなければならない。しかし，複雑な製品であれば
あるほど多くの企業が製造販売に関与しており，たとえ，どこかの企業の過
失により欠陥が生じたことがはっきりしたとしてもその企業を特定し，具
体的な過失を立証することは困難である場合が多いであろう。また，企業内
にあっても欠陥が企業の代表機関，被用者のいづれの領域から生じたかを明
らかにし前者の場合には組織過失を立証していくことは部外者にとって難か
しいといえる。
完成品製造業者に「無過失責任」を課せば，被害者は製造業者の責任を追
及するためには当該製造業者の製品の欠陥により損害を蒙ったこと，その欠
陥が製造業者の手を離れたときに存在していたことを立証すればよく，さら
にそれ以上具体的に欠陥原因は誰の支配領域内にあったかを詮索する必要は
ない。「無過失責任」にあっては完成品製造業者は部品納入業者の支配領域
内から生じた欠陥についても常に責を負うし，欠陥が企業内の誰の過失によ
るのかも問題とならないからである。過失責任を採っても，商品の製造．販
売を業とする者は，自らの過失ばかりでなく，製造．販売の過程で自己より
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も前に位置する各関与者のあらゆる過失についても責任を負わなければなら
Ｉ９Ｑ
ないとする，一種の特殊な代位責任を採用したり，完成品の製造業者Iこ他lこ
㈱
委ねることができなし､注意義務を課し，しかも過失の推定や立証責任の転換
“
を認めることlこよっても同じような結果力:達成されよう。
むろん，ドイツでは，これらの解決手段を認めていない。すると，複雑な
分業化が進んでいる製造・販売過程で過失により欠陥をもたらした者を特定
するという困難を何によって解決してきているのか。ここで，改めて指摘す
（９００６１
るまでもない力:，完成品製造業者Iこ対する過失の立証責任の転換や表見証明
によっているのである。完成品製造業者の責任を追及する場合，被害者は，
表見証明を利用して製品の欠陥，欠陥原因が当該製造業者の危険領域にあっ
たこと，欠陥と損害との因果関係を立証すれば製造業者の過失が推定され，
欠陥が企業の代表機関，被用者，法的に独立した法人のどの領域から生じた
のかを立証する必要はない。完成品製造業者が，欠陥原因が被用者，企業の
代表機関，法的に独立した企業のいずれによるものかを，まず明らかにし，
それぞれにつき自らに過失がなかったことを立証していかなければならない
０１
のである。このようlこ完成品製造業者に対する責任追及に関していえば，ド
イツ製造物責任が現実に行なわれている分業を認める構造となっているため
に生ずる，被害者が欠陥をもたらした者を特定しその者の具体的な過失を立
証しなければならないという問題は，表見証明や過失の立証責任の転換によ
り解決されてきているといえよう。
３ドイツ製造物責任の分業からふた構造を明らかにすべ〈論じてきたが，
判例・学説の検討も不十分であり，構造というからには，共同不法行為，求
償関係，責任保険などとの関係も明らかにしていかなければならないであろ
う。比較対象した不法行為法上の厳格責任にも同様のことがいえる。わが国
の問題を考える場合も，これらの観点からの検討が必要であり，さらに，わ
が国の「民事責任と分業」の一般論の検討も必要であろう。これらの課題は
後日に期すとして，不十分ながら論じたことから，わが国にとっていかなる
示唆を得ることができるか若干述べ結語としたい。
１３４
わが国lこあっても現在，製造物責任は主として民法709条により解決され
てきているが，注意義務の高度化により，もはや無過失責任となっていると
の指摘がドイツと同様，わが国においてもなされている。ドイツの議論がど
こまで妥当するかは，さらに厳密な検討を要するが，わが国にあっても，過
失責任を採る限り製造･販売過程に関与する者は，基本的には，現実に行なわ
れている分業に応じて段階付けられた注意義務を負っていると解せざるをえ
㈱なし､であろう。そこで，販売業者は製造業者の責任と全く同一の責任を課す
ことはできない。このことは輸入業者にあっても同様であろう。むろん，個
戈の事情により特に損害の重大さにより注意義務が高度化するのは当然であ
り，また輸入業者は一般販売業者よりも高度の注意義務を負うことにも何ら
問題はない。さらに，部品製造業者や原材料供給者，請負業者の過失につい
て，例外的に使用者責任が適用される場合を除けば，常に完成品製造業者が
責任を負うという原則は，無過失責任なり，特殊な代位責任を認めない限り，
鋤
これまでのわが国の過失責任からも直ちにはでてこないのでlまあるまいか。
むろん，ここでも高度な安全性が要求される製品については，それらの他の
企業などに対する「選任・監督義務」や部品，原材料の検査義務も高度化さ
（100）
れ完成品製造業者lま容易に免責されるべきではあるまい。
ところで，わが国にあっては，「企業自体の過失｣の理論により企業の代表
機関，被用者のどちらの領域から欠陥が生じたのかという点や一般的指揮監
督に対する組織義務がそれほど問題とされていないということからすると，
企業内分業からの過失の立証責任の転換の必要性は，ドイツほど切実ではな
いのではないかとも思われる。しかし，企業間で複雑な分業が行なわれてい
る場合，わが国にあっても，企業内分業と異なり被害者は，欠陥をつくり出
した者を特定し，その者の過失を具体的に立証していかなければならないで
あろう。企業間分業が進んでいればいるほど，部外者である被害者にとって
（101）
それらの立証をなすこと｜ま，きわめて困難である。とすれば，過失責任でい
く限り，ドイツと同様，製造業者の過失の立証責任の転換をはかり，具体的
に，どの企業の段階で欠陥が発生し（他の企業か自らの企業かの問題も含めて）
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それらに対して自らに何ら過失のないことを製造業者に立証させる必要性は
（102）
わ力:国にあっても大きいといえよう。
B9Schmidt-Salzer,Produkthaftung，1973,ｓ33．
OOSchmidt-Salzer,Produkthaftung，1975,ｓ､72.
01）Ｖ９１.Feldmann,ａ.ａ・ＯＳＳ､67-71．Schmidt-Salzer,Produkthaftung，
1975,ｓ１９２．
０２）このような特殊な代位責任がデンマークの判例により認められてきている。
ＶｇＬＤａｈｌ,ProduktLiabilityinScandinavianLaw,inScandinavian
Lawl975，Ｓ，９１ff．；ｄers，Ｄｅｎｍａｒｋ，inProductLiabilityinEurope，Ｓ、
４４ｆ
０３完成品製造業者に対する注意義務は他に委ねることはできなく，完成品を自ら
が製造したものとして消費者に信頼を与えた限り部品製造業の過失についても完
成品製造業者も責任を負わなければならないとする準則である｡VgLMillerand
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